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和泉中央駅前広場の改修後イメージパース【令和４年春ごろ完成予定】
和泉中央駅は、開業から２５年以上が経過し、住宅開発や商業施設のオープンで開業当時より周
辺状況が大きく変わりました。現在の駅前広場は、歩行者が車道を歩く、一般車がバスターミナ
ルに進入するなど、さまざまな問題が生じています。これらの問題点を解決し、より安全に利用
していただけるよう令和４年春ごろの完成を目指し改修工事を行っています。



軽 自 動 車 税 （ 種 別 割 ）



　令和３年度の当初予算総額は、1,253億9,884万円です。うち一般会計が729億円、国民健康保険事業など
の特別会計が387億3,688万円、水道事業などの企業会計が137億6,196万円となっています。

　それでは、一般会計の内容をもう少し詳しく見ていきます。
　歳入では、市税収入が、219億6,689万円で最も主要なものです。
　歳出では、民生費（346億3,749万円）、総務費（93億9,614万円）、公債費（83億9,446万円）という
順に上位を占めます。

民生費
346億
3,749万円
（47.5％）

土木費
42億9,902万円
（5.9％）

教育費
59億3,321万円
（8.1％）

総　額
729億円

総務費
93億
9,614万円
（12.9％）

その他
43億5,835万円
（6.0％）

公債費
83億9,446万円
（11.5％）

衛生費
58億8,133万円
（8.1％）

市　税
219億
6,689万円
（30.1％）

府支出金
57億2,560万円
（7.9％）

地方交付税
78億円
（10.7％）

総　額
729億円

その他
130億5,306万円
（17.9％）

市　債
84億4,180万円
（11,6％）

国庫支出金
159億1,265万円
（21.8％）

● 令和３年度当初予算の規模
729億円

207億1,686万円
5億2,606万円

150億2,338万円
24億2,446万円

4,612万円
387億3,688万円

44億9,314万円
66億4,942万円
26億1,940万円
137億6,196万円

1,253億9,884万円



市民税
98億4,819万円
（44.8％）

個人
88億9,372万円
（40.5％）

固定資産税
88億365万円
（40.1％）

都市計画税
18億5,200万円
（8.4％）

市たばこ税
11億1,600万円
（5.1％）

法人
9億5,447万円
（4.3％）

総　額
219億
6,689万円

軽自動車税
3億4,705万円
（1.6％）

普　 　通　 　税

目　 　的　　 税

市　　　　　　税

　和泉市の市税には、次の５種類があります。

　普通税は、納められた税金の使いみちが特定されず、どのような事業の費用にもあてることができる税金の
ことです。
　目的税は、納められた税金の使いみちが特定されている税金で、都市計画税は都市計画事業等の費用にあて
られます。
　和泉市では、上記のような市に直接納付される税金のほかに、自動車重量税や地方道路税のように国税として
収入する税金の一部が地方譲与税として、また、地方消費税や自動車税環境性能割などのように府税として大阪
府が収入する税金の一部が交付金として、市に譲与・交付されています。

市 民 税

固 定 資 産 税

軽自動車税（種別割）

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

　令和３年度当初予算額における市税収入は219億6,689万円です。うち市民税が98億4,819万円、固定資産　
税が88億365万円となり、この両税を合計すると全体の約85％を占め、市税収入の中心となっています。



◆ 納税義務者
　個人市民税は、1月1日（賦課期日）現在、市内に住所や事業所などがある人に課税されます。

◆ 市民税が課税されない人
（1） 所得割・均等割ともに課税されない人　※下記アからウのいずれかに該当

ア　１月１日（賦課期日）現在、生活保護法により生活扶助を受けている人
イ　１月１日（賦課期日）現在、障がい者、未成年者、寡婦またはひとり親で、前年中の合計所得金額が
135万円以下（給与の収入金額では2,043,999円以下）の人

ウ　前年中の合計所得金額が、次の額または算式で求めた額以下の人
　　●扶養親族がいない人　45万円
　　●扶養親族がいる人　35万円×家族数（本人＋控除対象配偶者＋扶養親族の数）＋10万円＋21万円

（2） 所得割のみが課税されない人　※上記（1）に該当せず下記エ・オのいずれかに該当
エ　扶養親族がおり、前年中の総所得金額等の合計額が、次の算式で求めた額以下の人
　　●35万円×家族数（本人＋控除対象配偶者＋扶養親族の数）＋10万円＋32万円
オ　所得控除の合計額が総所得金額の合計額より上回る人

◆ 申　　告
　前年中に所得のなかった人、所得税の確定申告をした人、または前年中の所得が給与所得だけで、勤務先から
市役所へ給与支払報告書が提出されている人は、市・府民税の申告書を提出する必要はありません。
　それ以外の人は、毎年３月15日までに申告書を提出していただくことになっています。
※なお、前年中に所得がなかった人は、市・府民税の申告の義務はありませんが、非課税通知書、非課税証明書
（所得証明書）等の発行や、国民健康保険・国民年金（免除）・児童手当・保育料・就園奨励費補助金・就学援助・
公営住宅等の申請（算定）で必要な場合があります。

◆ 納　　税
ア　普通徴収……市役所から送付される納税通知書（納付書）により、６月、８月、10月、12月の年４回に分

けて府民税とあわせて納めていただきます。
給与特別徴収……給料支払者（会社など）をとおして、６月から翌年５月までの毎月の給与から

差し引かれます。イ　特別徴収　　
年金特別徴収……P12参照。

◆ 減　　免
　天災等、その他特別の事情により、税金の全額納付が著しく困難と認められるときは、市税条例の規定により、
減免の適用を受けられる場合がありますので、納期限までに市民税担当までご相談ください。なお、納期限が過
ぎた税額は、減免の対象となりませんのでご注意ください。

○印の税額を納めてい
ただきます。

納 税 義 務 者
納める税額

均 等 割 所 得 割

市 内 に 住 所 が あ る 人 ○ ○
市内に事務所、事業所または家屋敷
をもつ人で市内に住所がない人 ○ －



◆ 均 等 割
　均等割は非課税となる人を除いて、市内のすべての納税義務者について、所得の多少にかかわらず、均等の額
で課税されます。大阪府では、平成28年度から令和５年度まで、森林の有する公益的機能を維持増進するため
の環境の整備、森林の土石流・流木対策及び都市緑化を活用した猛暑対策にかかる施策に必要な財源（森林環境
税）を確保するため、府民税均等割に300円が加算されます。

森林環境税に関することは、府民お問い合わせセンター「ピピっとライン」（電話番号：06-6910-8001、
平日午前９時から午後６時まで）へお問い合わせください。

◆ 所 得 割
所得割は所得に応じて課税されるもので、所得の多い人ほど多くの負担をすることになります。

（1）所得割の計算方法
　所得割の税額は次の計算式により算出されます。

　　　　　　　（前年中の所得金額－所得控除）× 税率 － 調整控除 － 税額控除 ＝ 所得割額
⇩

課税総所得金額

※市民税と府民税の税率を別々にかけて、市民税の所得割と府民税の所得割を算出します。くわしくは、
P13・P14 を参照ください。

市・府民税（所得割）の税率

参考　所得税の税率

均 等 割 額 平成28年度から令和５年度まで

市 民 税 3,500円

府 民 税 1,800円

合　　計 5,300円

平成19年度から

課税総所得金額 税　率
市民税 府民税

一律 ６％ ４％

合わせて10％

平成27年分から
課税総所得金額 税　率

195万円以下 5％
330万円以下 10％
695万円以下 20％
900万円以下 23％

1,800万円以下 33％
4,000万円以下 40％
4,000万円超　 45％

※平成25年度は減税により市民税所得割の税率は5.85％で課税



給与所得

公的年金等の雑所得

公的年金等の雑所得の金額
公的年金等の雑所得以外の所得にかかる合計所得金額

公的年金等の収入金額 A

（2）所得の種類と所得金額計算方法
　  　所得の種類は10種類で、収入金額から必要経費を差し引くことで算出されます。
        令和3年度の市・府民税は令和2年中（令和2年１月１日から令和2年12月31日まで）の所得を基に計
        算されます。

　給与所得においては、収入金額から必要経費にかわるものとして給与所得控除額を差し引いて計算します。
　給与所得の金額は次の表で計算します。

下記①、②に該当する人は、上記算式で求めた所得金額から以下
の所得金額調整控除を引きます。
①給与等の収入金額が850万円を超えており、以下に該当する人
　⑴本人が特別障害
　⑵特別障害者の同一生計配偶者または扶養親族がいる
　⑶23歳未満の扶養親族がいる
　所得金額調整控除額＝（給与等の収入金額－850万円）×0.1
　（給与等の収入金額が1,000万円以上の場合、計算上使用され
　る金額は1,000万円となります）
②給与所得と年金所得の双方を有する人
　所得金額調整控除額＝給与所得（10万円超の場合は10万円）
　　　　　　　　　　　＋公的年金等雑所得（10万円超の場合は
　　　　　　　　　　　10万円）－10万円

　公的年金等（厚生年金、国民年金、恩給など）による雑所得は収入金額から公的年金等控除額を差し引いて計算します。公的年金等に
よる雑所得の金額は次の表で計算します。

年齢区分

65歳未満
（S31.1.2）

以降

65歳以上
（S31.1.1）

以前

〔所得金額調整控除〕給与等の収入金額 端数整理額 給与所得の金額
0円～550,999円

551,000円～1,618,999円
1,619,000円～1,619,999円
1,620,000円～1,621,999円
1,622,000円～1,623,999円
1,624,000円～1,627,999円
1,628,000円～1,799,999円
1,800,000円～3,599,999円
3,600,000円～6,599,999円
6,600,000円～8,499,999円

8,500,000円以上

収入金額÷4,000円＝A
ただし、Aは小数点以下

切り捨て
4,000円×A＝端数整理額

0円
収入金額－550,000円

1.069,000円
1,070,000円
1,072,000円
1,074,000円

端数整理額×60％＋100,000円
端数整理額×70％－80,000円

端数整理額×80％－440,000円
収入金額×90％－1,100,000円

収入金額－1,950,000円

（注1）土地・株式等の譲渡による譲渡所得については、分離課税（申告分離課税）とされています。
（注2）総所得金額の計算上、長期譲渡所得および一時所得については、その金額の2分の1が対象となります。
（注3）原則として、市・府民税が差し引かれて支払われます。
（注4）勤務年数が５年以下の役員等が受ける特定役員退職手当については、収入金額－退職所得控除額

所　　得　　の　　種　　類　　 所得金額の計算方法

1,000万円以下の場合 1,000万円を超え
2,000万円以下の場合 2,000万円を超える場合

130万円以下
130万円超　　410万円以下
410万円超　　770万円以下
770万円超　1,000万円以下
1,000万円超
330万円以下
330万円超　　410万円以下
410万円超　　770万円以下
770万円超　1,000万円以下
1,000万円超

A－60万円
A×75％－27.5万円
A×85％－68.5万円
A×95％－145.5万円
A－195.5万円
A－110万円
A×75％－27.5万円
A×85％－68.5万円
A×95％－145.5万円
A－195.5万円

A－50万円
A×75％－17.5万円
A×85％－58.5万円
A×95％－135.5万円
A－185.5万円
A－100万円
A×75％－17.5万円
A×85％－58.5万円
A×95％－135.5万円
A－185.5万円

A－40万円
A×75％－7.5万円
A×85％－48.5万円
A×95％－125.5万円
A－175.5万円
A－90万円
A×75％－7.5万円
A×85％－48.5万円
A×95％－125.5万円
A－175.5万円

（注1）（注2）

（注2）

（注4）

⑤ 総 合 譲 渡 所 得
（ 長 期 ・ 短 期 ）

資産を譲渡した場合の所得
（事業所得または雑所得に区分されるものを除く

（公的年金等の収入金額－公的年金等控除額）＋（公的年金等以外の総収
入金額－必要経費）

恩給、年金などのほか上記の所得に当てはまらない所
得

① 利 子 所 得

② 配 当 所 得

③ 不 動 産 所 得

④ 給 与 所 得

⑥ 事 業 所 得

⑦ 山 林 所 得

⑧ 退 職 所 得

⑨ 一 時 所 得

⑩ 雑 　 所 　 得

預貯金、公社債などの利子の所得

株式、出資の配当などの所得

土地、建物などの貸付けによる所得

給料、賃金、ボーナスなどの所得

事業から生じる所得

山林の立木などを譲渡した場合の所得

退職手当、一時恩給などの所得

生命保険等の満期返戻金などの一時的な所得

（注3）

収入金額（＝利子所得の金額）

収入金額－（株式などを取得するための借入金の利子）

総収入金額－必要経費

収入金額－給与所得控除額

総収入金額金額－必要経費

総収入金額－必要経費－特別控除額（最高50万円）

（収入金額－退職所得控除額）× ――

総収入金額－収入を得るため支出した金額－特別控除額 （最高50万円）

2
1

総収入金額－取得費－譲渡費用－特別控除額（最高50万円）



（3）所得控除
　所得控除とは、所得金額から一定の金額を控除することをいいます。これにより納税義務者の個人的な事情を
考慮して、税負担能力に応じた課税をすることになります。

額除控件要類種の除控

雑 損 控 除 前年中に災害などにより生活に通常必
要な資産に損害を受けた場合

損失の金額－保険金などで補填される金額＝Ⓐ
（１）Ⓐの金額－（総所得金額等の合計額×10％）
（２）Ⓐの金額のうち災害関連支出の金額－5万円
（１）と（２）のいずれか多い方の金額

医 療 費 控 除 前年中に医療費を支払った場合 支払った金額－保険金などで補填される金額－（総所得金額等の合計額×5％
）円万002額度限（）額金の方いな少かれずいの円万01はたま

医 療 費 控 除
の 特 例

健康診断・検診もしくは予防接種等
を受けている個人のスイッチOTC医
薬品購入費用

支払った金額－保険金などで補填される金額－12,000円（限度額88,000円）

社会保険料控除
前年中に社会保険料（国民健康保険・ 
国民年金・後期高齢者医療保険・介護
保険等）を支払った場合

支払った金額
※配偶者等が受け取る年金から引き落とされている社会保険料（介護保険料、国民健康保険

料、後期高齢者医療保険料）は、生計を一にしていても控除の対象にはなりません。

小規模企業共済等掛金控除 前年中に小規模企業共済制度等に基づ
く掛金を支払った場合 支払った金額

生命保険料控除

新制度適用
【平成24年１月１日以降契約分】

新一般生命保険料、新個人年金保険
料、介護医療保険料を支払った場合

12,000円以下 支払保険料の全額
12,001円～32,000円 支払保険料×1/2＋6,000円
32,001円～56,000円 支払保険料×1/4＋14,000円
56,001円以上 一律 28,000円

旧制度適用
【平成23年12月31日以前契約分】

旧一般生命保険料、旧個人年金保険
料を支払った場合

15,000円以下 支払保険料の全額
15,001円～40,000円 支払保険料×1/2＋7,500円
40,001円～70,000円 支払保険料×1/4＋17,500円
70,001円以上 一律 35,000円

・新一般生命保険料と旧一般生命保険料がある場合、a、ｂのうち控除額が大きい方が適用されます。
a「旧一般生命保険料に旧制度を適用した控除額」
b「旧一般生命保険料に旧制度を適用した控除額」と「新一般生命保険料に新制度を適用した控除額」の合計（ただし、

bについては28,000円が上限）
・新個人年金保険料と旧個人年金保険料がある場合、c、dのうち控除額が大きい方が適用されます。

c「旧個人年金保険料に旧制度を適用した控除額」
d「旧個人年金保険料に旧制度を適用した控除額」と「新個人年金保険料に新制度を適用した控除額」の合計（ただし、

dについては28,000円が上限）
・介護医療保険料は新制度を適用した控除額です。
※一般生命保険料、個人年金保険料、介護医療保険料の各控除額を合計して70,000円が限度額となります。

地震保険料控除

（１）地震保険料を支払った場合 支払った保険料の1/2の金額（上限は25,000円）
（２）長期の損害保険料を支払った場合

保険期間が10年以上で満期返戻金が有りのもの
（平成18年12月末までに契約したものに限ります。）

5,000円以下 支払保険料の全額
5,001円～15,000円 支払保険料×1/2＋2,500円
15,001円以上 一律 10,000円

（１）と（２）の両方がある場合
（１）により求めた金額＋（２）により求めた金額（限度額：25,000円）

す当該もにれずいの約契険保の）２（、）１（表の記上、で約契料険保のつ一、しだた
る場合には、いずれか一つの契約のみに該当するものとして控除額を計算します。

障 害 者 控 除
本人・控除対象配偶者または扶養親族が障がい者の場合
１人につき26万円（特別障害者は30万円、同居特別障害者の場合は53万円）

（障害者控除は、扶養控除の適用がない16歳未満の扶養親族についても適用されます。）

寡 婦 控　除

ひ と り 親 控 除
ひ と り 親

寡　　   婦
26万円

勤 労 学 生 控 除 前年中の合計所得金額が75万円以下で勤労によらない所得金額が10万円以下の勤労学生 26万円
本人の前年中の合計所得金額が1,000万円以下であり、生計を一にする配偶者の前年中の合計所得金額が48万円以下の人

納税者自身の合計所得金額
配偶者の合計所得金額

（）内は給与のみの場合の収入金額

48万円（1,030,000円）以下
配偶者が70歳未満

900万円以下
（1,095万円以下）

～950万円以下
（～1,145万円以下）

～1,000万円以下
（～1,195万円以下）

1,000万円超
（1,195万円超）

配偶者が70歳以上
33万円
38万円

22万円
26万円

11万円
13万円

0円

※1 扶養親族には、16歳未満の扶養親族を含みます。

※１

配 偶 者 控 除
※ 2

夫と死別した後再婚していない人や夫が生死不明の人又は配偶者の離別し
子以外の扶養親族を有している人で、前年中の合計所得金額が500万円以
下の場合

婚姻歴や性別にかかわらず、前年中の総所得金額等が48万円以下の生計を
一とする子を扶養しているひとり親で、自身の前年中の合計所得金額が
500万円以下の場合 30万円



（4）税額控除
　税額控除とは、市・府民税の所得割額から一定の金額を控除することをいいます。これにより納税義務者の個
人的な事情を考慮して、税負担能力に応じた課税をすることになります。

額除控類種の除控

① 調 整 控 除
（人的控除差額の調整）

所得税と市・府民税の人的控除に差があるため税源移譲による負担増を調整するため、市・府民税所得割
額から次の額が減額されます。

● 市・府民税の課税総所得金額が200万円以下の人
（ア）か（イ）のいずれか少ない額の5％

（ア）…人的控除の差の合計額　　　（イ）…市・府民税の課税総所得金額
● 市・府民税の課税総所得金額が200万円超の人

｛人的控除の差の合計額－（市・府民税の課税総所得金額－200万円）｝の5％
　　ただし、この額が2,500円未満の場合は、2,500円となります。

人的控除の差の合計額とは　５万円（基礎控除：所得税48万円－市・府民税43万円＝５万円）に、
　　　　　　　　　　　　　　次の表の控除の種類に対応する控除差額を合計した金額です。

② 配 当 控 除

上場株式等（大口株主等を除く）の配当所得がある場合は、次の配当控除額が控除されます。

※配当の種類により控除対象にならなかったり、控除率が異なりますのでご注意ください。

控除差額控　除　の　種　類 控 除 差 額控 除 の 種 類 納税義務者の合計所得金額
900万円以下

900万円超950万円以下
老　　人
同居老親

一　　般
特　　定

5万円（10万円）
4万円（6万円）
2万円（3万円）

5万円

13万円

18万円

1万円
10万円
12万円

5万円
1万円

10万円

1万円

950万円超1,000万円以下

普　　通
特　　別

区　　　　分 市民税
控除率

府民税
控除率

所得税
控除率

配当控除
課税総所得金額の1,000万円以下に含まれる配当所得 1.6％ 1.2％ 10％
課税総所得金額の1,000万円を超える部分に含まれる配当所得 0.8％ 0.6％ 5％

額除控件要類種の除控

配 偶 者
特 別 控 除

本人の前年中の合計所得金額が1,000万円以下であり、生計を一にする配偶者の前年中の合計所得金額が48万円超133万円以下の場合

33万円
31万円
26万円
21万円
16万円
11万円
6万円
3万円
0円

900万円以下
（1,095万円以下）

22万円
21万円
18万円
14万円
11万円
8万円
4万円
2万円
0円

～950万円以下
（～1,145万円以下）

配偶者の合計所得金額
（）内は給与のみの場合の収入金額

11万円
11万円
9万円
7万円
6万円
4万円
2万円
1万円
0円

～1,000万円以下
（～1,195万円以下）

0円

納税者自身の合計所得金額
1,000万円超
（1,195万円超）

48万円（1,030,000円）超～100万円（1,550,000円）以下
～105万円（1,600,000円） 〃  
～110万円（1,667,999円） 〃  
～115万円（1,751,999円） 〃  
～120万円（1,831,999円） 〃  
～125万円（1,903,999円） 〃  
～130万円（1,971,999円） 〃  
～133万円（2,015,999円） 〃  

133万円（2,015,999円） 超  

2,400万円以下 43万円
29万円
15万円
適用なし

2,400万円超　2,450万円以下
2,450万円超　2,500万円以下

2,500万円超

同 居 特 別 障 害 者 加 算

寡 婦 控 除

勤 労 学 生 控 除

扶 養 控 除 （老人控除対象配偶者）
配 偶 者 控 除

配偶者の合計所得金額
控 除 の 種 類 納税義務者の合計所得金額 48万円超

50万円未満
50万円以上
55万円未満

900万円以下
900万円超950万円以下

3万円5万円
2万円4万円
1万円2万円950万円超1,000万円以下

配偶者特別控除

障害者控除

ひ  と  り  親  控  除

基 礎 控 除

※２ 所得控除額の年齢要件については、令和２年12月31日現在によります。

扶養親族の前年中の合計所得金額が48万円以下の人
扶養親族が （1）一般扶養親族（16歳未満の扶養親族を除く）の場合

　　（4）70歳以上の人で、同居の父母等の場合（同居老親等扶養控除）
　　　　　　（3）19歳以上23歳未満の場合（特定扶養控除）　
　　　　　　（2）70歳以上の場合（老人扶養控除）　 38万円…………………………………………………………………

33万円……………………………………………

45万円………………………………………………………
45万円………………………………

扶 養 控 除
※ 2

合計所得金額 基礎控除額



（5）土地、建物等の譲渡所得に対する特例
　土地、建物等の資産を譲渡した場合は、他の所得と分離して、長期譲渡所得と短期譲渡所得の区分に応じ、そ
れぞれ以下に掲げる計算方法によって税額の計算を行います。

（注1）「土地、建物等」･･･土地、土地の上に存する権利。建物、建物附属設備、構築物。
（注2）所得は原則合算し、課税する「総合課税」ですが、土地、建物等の譲渡所得等については、他の所得

と分離して課税します。これを「分離課税」といいます。

④ 寄 附 金 税 額 控 除

個人が地方公共団体に対し、年間で２千円を超える寄附をされた場合、（1）基本控除、（2）特例控除
の合計が市・府民税（所得割）から控除されます。
　（1）基本控除のみ
　　　　対　　象：・日本赤十字社大阪府支部又は大阪府共同募金会に対する寄附金で、総務大臣の承

認を得たもの
・住民の福祉の増進に寄与する寄附金として和泉市または大阪府の条例で定める

もの（市での指定がなく、府での指定がある団体への寄附金等については府民
税所得割のみから控除されます）

　　　　計算方法：（寄付金－2千円）×10％
　（2）基本控除＋特例控除（ふるさと納税）
　　　　対　　象：・全国の都道府県、市町村、特別区に対する寄附金
　　　　計算方法：（寄附金－2千円）×｛90％－（所得税の限界税率）×1.021）｝

＊特例控除の額については、市・府民税（所得割）の２割が上限です。
＊所得税の限界税率とは、納税者に適用される所得税の最高税率（P5）のことです。
＊寄附金控除対象限度額は、総所得金額等の合計額の30％です。

⑤ 外 国 税 額 控 除

所得税において外国税額控除が行われた場合に、所得税で控除しきれないときは、まず、府民税の所得
割額から一定の金額を限度として控除し、さらに控除しきれない額があるときは、次に市民税の所得割
額から一定の金額を限度として控除します。控除額は次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　その年分の国外所得総額（1）所得税　その年の所得税額× ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶＝所得税の控除限度額（A）その年の所得総額（国外所得を含む）
（2）府民税　（A）×12％＝府民税の控除限度額
（3）市民税　（A）×18％＝市民税の控除限度額

⑥ 配 当 割 額 控 除

上場株式等、公募証券投資信託、特定投資法人の投資口の配当等に対する地方税について、配当等の支払者
が支払の際に5％の税率で都道府県に納入している場合、申告した時は次のように配当割額控除を行います。
　　配当割額＝特定配当等に関する所得の金額×５％
　　市民税配当割額控除額　配当割額×3/5
　　府民税配当割額控除額　配当割額×2/5
　市民税・府民税所得割より引ききれない額は充当または還付額として取扱う。

⑦ 株式等譲渡所得割額控除

源泉徴収を選択した特定口座で行った上場株式等の譲渡に対する地方税について、証券業者が譲渡対価
の支払の都度、年初からの通算所得金額の増減額の５％の税率で都道府県に納入している場合、申告し
た時は次のように株式等譲渡所得割額控除を行います。
　　株式等譲渡所得割額＝特定株式等譲渡所得金額×５％
　　市民税株式等譲渡所得割額控除額　譲渡所得割額×3/5
　　府民税株式等譲渡所得割額控除額　譲渡所得割額×2/5
市民税・府民税所得割より引ききれない額は充当または還付額として取扱う。

額除控類種の除控

③ 住宅借入金等特別
 税 額 控 除
 （住宅ローン控除）

給与支払報告書（勤務先で年末調整されたもの）や所得税の確定申告の内容から算出し適用します。
ア　対象となる人

イ　控除額

ウ　特例措置

次のA、Bのうちいずれか少ない額を市民税・府民税所得割額から控除します。
A　【所得税における住宅ローン控除可能額】－【住宅ローン控除適用前の所得税額】
B　所得税の課税総所得金額等の額の5％（97,500円が上限）ただし、平成26年4月から令和3
年12月までに入居された方のうち消費税率8％または10％にて住宅を購入された方は、所得税の
課税総所得金額等の額の7％（136,500円が上限）

令和元年10月1日から令和2年12月31日までに入居した消費税率10％が適用される住宅取得等につい
て、控除年数が13年間へ延長され、11年目以降の3年間、住宅ローン控除可能額は建物取得対価の3分の
2％または住宅借入金等の年末残高の１％のいずれか少ない額が適用となります。

市民税・府民税の住宅ローン控除が適用されるのは、平成21年から令和３年12月31日までに入
居した人のうち、所得税で住宅ローン控除の適用を受けていて、かつ、所得税において住宅ローン
控除可能額が控除しきれなかった人。

※新型コロナウイルス感染症の影響により入居が遅れた場合、令和３年12月31日までに入居すれば
　特例処置の対象になる場合があります。



● 譲渡所得の特別控除額

● 税率（平成19年度から）
（ア）分離長期譲渡所得の場合

（イ）分離短期譲渡所得の場合

額除控別特分　　　　　　　　区
5,000万円
3,000万円(※)
2,000万円
1,500万円

800万円
100万円

（※）

課税所得金額 市民税 府民税 所得税

一般所得分 全額 ３％ ２％ 15％

特定所得分
（※1）

2,000万円以下
の部分 2.4％ 1.6％ 10％

2,000万円超
の部分 ３％－12万円 ２％－８万円 15％－100万円

軽課所得分
（※2）

6,000万円以下
の部分 2.4％ 1.6％ 10％

6,000万円超
の部分 ３％－36万円 ２％－24万円 15％－300万円

（※1） 国、地方公共団体、独立行政法人都市再生機構等及び都市計画法の開発許可を受けて行われる一団の宅地の造成を行う
者等に対する土地等の譲渡で一定の要件に該当する場合。

（※2） 譲渡した年の１月１日において、所有期間が10年を超える居住用家屋及びその家屋の敷地である土地等を譲渡した場合。

課税所得金額 市民税 府民税 所得税

一般所得分 全額 5.4％ 3.6％ 30％

軽課所得分
（※3） 全額 ３％ ２％ 15％

（※3） 国又は地方公共団体に対する土地等の譲渡の場合。

相続又は遺贈による被相続人居住用家屋及びその敷地等を譲渡した場合、一定要件のもと、居住用財
産の3,000万円の特別控除が適用できます。適用期間は平成28年４月１日から令和５年12月31日
までの間の譲渡です。

● 長期と短期の区分

● 譲渡所得に係る税額の計算方法
譲渡所得金額 ＝ 収入金額 － 資産の取得費 － 譲渡費用 － 特別控除額

（注1） 取得費が不明である場合は、収入金額の５％相当額によります。
（注2） 他に所得がない場合や総所得金額等から控除できなかった所得控除の控除不足額がある場合には、上記の

計算式で計算した金額から、その控除不足額を控除した金額が課税譲渡所得金額になります。

所有期間 区　　　分
譲渡した年の１月１日 
において所有期間が

５年超えて所有していた場合 → 長期譲渡所得
５年以下で所有していた場合 → 短期譲渡所得

収 用 等 に よ り 土 地 や 建 物 を 譲 渡 し た 場合
居 住 用 財産（ マ イ ホ ー ム ） を 譲 渡 し た 場合
特定土地区画整理事業等のために土地を譲渡した場合
特定住 宅 地造成 事 業等の た めに土 地 を譲渡 した場合
農地保 有 の合理 化 等のた め に農地 等 を譲渡 した場合
低 未 利 用 地 等 を 譲 渡した 場 合（ 長 期 譲 渡 所 得 に 限 る ）



◆ 税制改正に伴う令和３年度の市・府民税の変更点

　・同一生計配偶者及び扶養親族　　　・配偶者特別控除　　　　　・勤労学生控除
　・障がい者等に対する非課税措置　　・均等割の非課税限度額　　・所得割の非課税限度額

● 給与所得控除・公的年金等所得控除・基礎控除の見直し
（1）給与所得控除、公的年金等所得控除の一律10万円引き下げ
（2）給与所得控除の適用上限額（給与収入1,000万円から850万円）の引き下げ
　公的年金等所得控除の適用上限額（公的年金等収入1,000万円）の設定

● 未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の見直し
（1）「ひとり親控除」の創設
（2）寡婦（夫）控除の見直し
（3）ひとり親・寡婦控除対象
　　　者の非課税限度額が135
　　　万円に引き上げ

● イベント中止に伴う入場料等の払戻請求権を破棄した方への寄附金控除
政府の自粛要請を受けて中止したイベントの入場料等について、観客等が払戻請求権を放棄した場合には、
その放棄した金額について、上限を20万円として寄附金控除の対象とされます。（合計最大10％を控除）
（注）文化庁・スポーツ庁のホームページに記載されたものが対象。

（3）基礎控除の所得制限の設定
（4）その他給与所得控除等の見直しに伴う改正
　以下の所得要件について、各10万円引き上げとなります。

所得金額の調整（新たに税負担額が生じないように措置）
・給与所得と年金所得の両方がある人について片方に係る控除のみと減額
・子育て世帯や介護を行っている世帯（※）で給与収入850万円超の人について、上記⑵の引き下げを緩和
※23歳未満の扶養親族や特別障害者控除の対象となる扶養族等が同一生計内にいる者

該当する控除については左記
の表をご覧ください。
※ひとり親控除・寡婦控除の
いずれについても住民票の続
柄に「夫（未届）」、「妻
（未届）」と記載のある方は
対象外。

本人の
所得

本人の
性別

扶養親族の
有無

配偶者との
関係

控除の区分（控除額）
改正前 改正後

500万円
以下

男性 子がいる
ひとり親控除
（30万円）

ひとり親控除
（30万円）

死別・離婚
・生死不明

寡夫控除
（26万円）

寡婦控除
（26万円）

寡婦控除
（26万円）

寡婦控除
（26万円）

寡婦控除
（26万円）

特別寡婦控除
（30万円）

死別・離婚
・生死不明

死別・離婚
・生死不明

死別･生死不明

婚姻暦なし 控除対象外

控除対象外

控除対象外

婚姻暦なし

扶養親族がいない

子以外の扶養親族いる

子以外の扶養親族いる

子がいる

子がいる

女性

500万円
超



老齢基礎年金等の年額が18万円未満である人・

（1）特別徴収の対象者…令和３年４月１日現在、65歳以上で老齢基礎年金等を受給されている人

収徴別特のらか金年）※（収徴通普
－ ６ 月 ８ 月 10 月 12 月 翌年２月

つず１の分６の額税年つず１の分４の額税年

年金からの特別徴収（仮徴収） 年金からの特別徴収（本徴収）

４ 月 ６ 月 ８ 月 10 月 12 月 翌年２月

（前年度の年税額の２分の１）÷３ずつ （年税額－仮徴収税額）÷３ずつ



私（45歳）の家族には、妻（43歳、無収入）と２人の子ども（18歳と14歳）がいます。令和２年中の給与
収入額は6,285,000円でした。また、令和２年中には社会保険料351,000円、生命保険料320,000円
（新契約一般分150,000円、新契約個人年金分100,000円、介護医療保険分70,000円）、地震保険料
10,000円（地震契約分）を支払いました。この場合、私の市民税・府民税はいくらになるでしょうか。

4,587,200円

430,000円

1,516,000円



私（70歳）は、妻（68歳、無収入）と二人暮らしです。令和２年中の年金受給額は2,650,000円
でした。また、令和２年中には国民健康保険料209,100円、介護保険料80,900円を支払いました。 
計算方法を教えてください。

４

1,0



　

　勤務先の年末調整、または税務署での確定申告の内容を基に、市・府民税の住宅ローン控除額を
算出、適用しますので、新たに、市役所での申請等は不要です。
　税務署での手続きがお済みでない方については税務署へお問い合わせください。
※対象者等については、P.9を参照してください。

私は、令和２年４月12日に住宅を購入し入居しました。市・府民税の住宅ローン控除は受けられ
るのでしょうか。
また、税務署で、住宅ローン控除の手続きは済ませましたが、新たに市役所での手続きは必要で

しょうか。



私は、7月に会社を退職し、その後すぐに別の会社へ再就職しましたが、8月になって 市・府民
税の納税通知書が自宅に送られてきました。
　市・府民税は給料から差し引かれると思っていましたが、どうしてでしょうか。

（注）ただし、配偶者控除及び配偶者特別控除は夫の所得が1,000万円超の場合、適用はありません。

100 万円以下
100 万円超～ 103 万円以下
103 万円超～

201 万6,000円未満
 6,000円以上万102

　市・府民税の計算方法や税率は「地方税法」という法律で定められており、通常、市区町村はこ
の計算方法により算出しているため、基本的には税額は全国一律です。和泉市も同様の計算方法と
税率で税額を算出しています。ただし、府民税の均等割額については、大阪府において平成28年度
から令和５年度まで、森林環境税として従来の1,500円に300円が加算され、1,800円となりま
す。





平成２６年９月３０日以前に
開始する事業年度分

平成２６年10月１日以後に
開始する事業年度分

令和元年10月１日以後に
開始する事業年度分

率税の割税人法 ％4.8％１.２１ １.２１％７.４１

納　　税　　義　　務　　者 納  め  る  税  額
均　等　割 法 人 税 割

市内に事務所等がある法人
（法人格のない社団等で収益事業を行うものを含む） ○ ○
市内に寮や保養所がある法人が、その市内に事務所等がない法人 ○ －
市内に事務所等があり、法人課税信託の引受けを行うことにより法人税
を課税される個人 － ○

資 本 金 等 の 額
均等割の税率（年額）

従業員50人以下 従業員50人超
円000,006,3円000,294人法るえ超を円億05ア

イ 10億円を超え50億円以下である法人 4 9 2 , 0 0 0 円 2 , 1 0 0 , 0 0 0 円
ウ １億円を超え10億円以下である法人 1 9 2 , 0 0 0 円 4 8 0 , 0 0 0 円
エ 1,000万円を超え１億円以下の法人 1 5 6 , 0 0 0 円 1 8 0 , 0 0 0 円

円000,441円000,06人法の下以円万000,1オ
円000,06）等人法共公（人法の外以記上カ

eLTAXのホームページ …… https ://www.e l tax . l ta .go . jp/
eLTAXのヘルプデスク …… ０５７０－０８１４５９
　受 付 日　　月～金（土・日・祝日、年末年始 12/29～1/3は休業）
　受付時間　　９：００～１７：００

市税の申告は電子申告で！ 

（注）１.「資本金等の額」とは、資本金の額または出資金の額に資本積立金額または、連結個別資本積立
金額を加えたものになります。平成27年4月1日以降に開始する事業年度については、「資本
金等の額」と「資本金に資本準備金を加えた額」のいずれかの大きい額となります。

　　　２.「従業者数」とは、市内の事務所等または寮等の従業者数の合計数。
　　　３. 資本金等の額及び従業者数の合計数は、課税標準の算定期間の末日で判定します。

　法人市民税は、市内に事務所、事業所（以下「事務所等」といいます）または寮等がある法人等にかかる税金で、資本金等
の額と従業員者数に応じて負担していただく均等割と、国税の法人税額に応じて負担していただく法人税割とがあります。



　法人市民税は、納税通知書を受け取って納税する制度ではなく、事業年度が終了した後、一定期間内に納税義
務者が納付すべき税額を計算して申告し、納付していただく申告納付の制度となっています。

※ 法人市民税の納付書・申告書は市ホームページからダウンロードできます

事業年度 額税付納び及限期告申分区告申

６か月 確定申告 申告期限：事業年度終了の日の翌日から原則として２ヶ月以内
納付税額：均等割額と法人税割額の合計額

１年

中　間
（予定）
申　告

申告期限：事業年度開始の日以後６ヶ月を経過した日から２ヶ月以内
※ただし、法人税において中間申告をすることを要しない法人および市内に寮等のみを有する法

人は、中間申告をしていただく必要はありません。

確定申告
申告期限：事業年度終了の日の翌日から原則として２ヶ月以内
納付税額：均等割額と法人税割額の合計額。ただし、当該事業年度の中間（予定）申告を行っている

場合には、それらの額を差し引きます。

納付税額：次の①または②の額
　①予定申告

事務所等を有していた月数に応じて計算した均等割額（６ヶ月の場合は年額の２分の１）と、
前事業年度の法人税割額 × 6 ÷ 前事業年度の月数との合計額

　②仮決算にもとづく中間申告
事務所等を有していた月数に応じて計算した均等割額（６ヶ月の場合は年額の２分の１）と、
その事業年度開始の日以後６ヶ月の期間を１事業年度とみなして計算した法人税額を課税標準
として計算した法人税割額との合計額

また

また

からダウンロードできます。※



　土地及び家屋については、原則として、３年度に一度の基準年度に評価の見直し（評価替え）を行います。令
和３年度は、その基準年度にあたり、評価替えの年度となります。
　なお、第２年度及び第３年度は、新たな評価を行わないで、基準年度の価格をそのまま据え置きます。ただ
し、下記の様な場合は、新たに評価を行います。





令和3年度税制改正において、令和３年度限りの措置として前年度から評価額が上昇した場合等、令和２年度の税
額に原則として据え置くことになりました。（新たに評価する場合を除く）

※本来の課税標準額（令和３年度の価格に1／6又は1／3を乗じた額）が令和２年度の課税標準額を超える場合
　は、令和３年度の課税標準額を令和２年度の課税標準額と同額に据置きます。

※令和３年度の課税標準額が、令和２年度の課税標準額を超える場合は、令和３年度の課税標準額を令和２年度
　の課税標準額と同額に据置きます。



50㎡以上280㎡以下



　昭和57年１月１日以前から所在する住宅で、令和４年３月31日までに現行の耐震基準に適合する改修工事
を行った場合、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、固定資産税額が２分の１減額されます。
　また、同様の改修が行われたもので、認定長期優良住宅に該当することとなった場合、改修工事が完了した年
の翌年度に限り固定資産税額が３分の２減額されます。

　平成21年６月４日から令和４年３月31日までに新築された住宅で、長期優良住宅の認定を受けて建築された
住宅について、新築後一定期間の固定資産税が２分の１に減額されます。
　なお、現行の新築軽減とは重複適用されず、新築住宅に対する減額措置に代えて適用されます。　

イ．平成21年６月４日から令和４年３月31日までに新築された住宅であること



　新築された日から10年以上を経過した住宅で、令和４年３月31日までにバリアフリー改修工事を行った場
合、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、固定資産税額が３分の１減額されます。（ただし、賃貸住宅や新
築軽減など他の減額制度の適用がある住宅は該当しません。）



　平成20年１月１日以前から所在する住宅で、令和４年３月31日までに現行の省エネ基準に適合する改修工
事を行った場合、改修工事が完了した年の翌年度分に限り、固定資産税額が３分の１減額されます。また、同様
の改修が行われたもので、認定長期優良住宅に該当することとなった場合、改修工事が完了した年の翌年度に限
り、固定資産税額が３分の２減額されます。（ただし、賃貸住宅や新築軽減など他の減額制度の適用がある住宅
は該当しません。）



税額 評価額（課税標準額） 税率（1.4％）

　土地及び家屋について、納税者が自己の所有する資産の価格と市内にある他の資産の価格を比較し、ご本人の
資産に対する評価が適正かどうかを確認できる制度で、縦覧帳簿により縦覧することができます。
（1）縦覧期間

令和３年４月１日（木）から５月31日（月）まで（土曜日・日曜日及び祝日を除く）
（2）縦覧場所

税務室　資産税担当窓口
（3）必要書類

納税者本人であることが確認できる書類。（運転免許証・健康保険証・旅券「パスポート」など）
縦覧される方が代理人の場合は委任状及び代理人の本人確認ができる書類。
法人の場合、委任状には代表者の自署または記名押印（代表者印）をお願いします。

（4）縦覧方法　台帳の縦覧。コピー・写真撮影等は不可



　私（売主）は自己所有の土地と家屋について、令和２年12月に売買契約を締結し、令和
３年２月には買主への所有権移転登記を済ませました。 令和３年度の固定資産税は誰に
課税されますか？

　令和３年5月に家を取りこわしました。令和３年度の固定資産税が課税されているの
はなぜですか？

規定により、賦課期日（1月1日）現在の登記簿上の所有者に課税するものとされているか
らです。なお、売却した物件に係る固定資産税の精算は、あなた（売主）と買主との間での
お話となります。また、固定資産税は日割、月割の概念がなく、いつから起算するのか

（1月からや４月から）の規定がありません。

　令和３年８月に土地を売り、同時に所有権移転もします。３期分・４期分の納税義務
者は買主になるのですか？

　令和３年度の固定資産税は、あなた（売主）に課税されます。固定資産税は、地方税法の
　

　固定資産税は、賦課期日（1月1日）現在において固定資産を所有している人に対し
て課税されます。したがって、令和３年１月１日に存する家屋は、その後（１月２日
以降）に取りこわしても令和３年度の固定資産税が課税されます。（月割りによる課税
をすることはできません。）取りこわしをされた場合は、税務室資産税担当に届出書を
提出してください。





　私は、平成29年９月に住宅を新築しましたが、令和３年度分から税額が急に高くな
っています。なぜですか？

　　　　　　　　　一般の住宅 …平成29年築
築年72成平… ）宅住良優期長定認（宅住の般一

３階建以上の中高層耐火住宅等 …平成27年築

令和３年度に減額措置が終了となる住宅

　共有物件代表者変更届を提出していただくことで変更が可能です。詳しくは、税務室
資産税担当までお問い合せください。なお、固定資産税・都市計画税　納税通知書は代
表者の方へお送りします。



年税額

三　 　輪

②平成27年4月1日以降に
　新車新規登録した車両

③新車新規登録から13年を
　経過した車両（重課税率）

①平成27年3月31日以前に
　新車新規登録した車両

税
車
動
自
軽

）
割

別

種
（

貨物用

　初度検査年月によって、年税額が下表のとおりとなります。また、新車新規登録から13年を経過した車両
は③の重課税率となります。令和３年度に重課税率の対象となる車両は、初度検査年月が「平成20年3月」
以前のものです。なお、初度検査年月は納税通知書に記載しております。

軽自動車税（種別割）
軽自動車税（種別割）は、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車および二輪の小型自動車を所有している

人に対して課税されます。

軽自動車税（種別割）の納税義務者は、4月1日（賦課期日）現在、軽自動車等を所有している人です。
4月1日に所有者であれば、4月2日以降に譲渡や廃車してもその年度分の納税義務者になります。4月2日以

降に軽自動車等を取得した場合、その年度分の納税義務はありません。

◆ 原動機付自転車・軽二輪・小型二輪・小型特殊自動車の年税額
年税額

◆ 三輪及び四輪以上の軽自動車の年税額

※ただし、動力源または内燃機関の燃料が電気・天然ガス・メタノール・混合メタノール・ガソリン電力併用の軽自
動車ならびに被けん引車は重課税率の対象外となります。



75%軽減 50％軽減 25％軽減
自家用 2,700円 5,400円 8,100円
営業用 1,800円 3,500円 5,200円
自家用 1,300円 2,500円 3,800円
営業用 1,000円 1,900円 2,900円

1,000円 2,000円 3,000円

車種区分
年税額

軽自動車
四輪以上

乗用

貨物用

三輪
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◆ 軽自動車税（種別割）のグリーン化特例（軽課）について
）分用適度年３和令（ 　

グリーン化特例（軽課）とは三輪及び四輪以上の軽自動車で、排出ガス性能及び燃費性能の優れたものについ
て、軽自動車税（種別割）の税率を軽減する措置です。初度検査年月が令和２年４月１日から、令和３年３月
31日までに、新車新規登録した車両に適用され、令和３年度に限り軽減されます。

※初度検査年月とは、初めて車を登録した時の検査年月のことで、軽自動車検査証（車検証）の上部「初度検査年月」の欄に
記載があります。
※対象車両を調査の上で軽減を適用しますので、市へ軽減申請する必要はありません。
※本特例は令和元年度の税制改正により特例の適用期間が延長され、令和2年度・令和3年度軽自動車税（種別割）にも適用
されることになりました。

※　天然ガス軽自動車は、平成30年排出ガス規制に適合する車両又は平成21年排出ガス規制に適合し、かつ、平成21年排出
ガス基準値より10％以上窒素酸化物等を低減する車両に限ります。ガソリン車・ハイブリット車は、平成30年排出ガス規
制に適合し、かつ、平成30年排出ガス基準値より50％以上窒素酸化物等を低減する車両又は、平成17年排出ガス基準に
適合し、かつ、平成17年排出ガス基準値より75％以上窒素酸化物等を低減する車両に限る。

軽減率 区　分 対　象　基　準
75％軽減 乗用・貨物用 電気軽自動車及び天然ガス軽自動車

50％軽減
乗 用 令和２年度燃費基準＋30％達成
貨 物 用 平成27年度燃費基準＋35％達成

25％軽減
乗 用 令和２年度燃費基準＋10％達成
貨 物 用 平成27年度燃費基準＋15％達成

● 軽自動車税（種別割）のグリーン化特例（軽課）の適用

● 軽課適用後の税額

令和3年度適用 初度検査年月が令和2年4月1日から令和3年3月31日までの車両で、下表
の環境性能を有する車両

グリーン化特例（軽課）対象車両の税額
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車種 手続き場所 所在地と電話番号
原動機付自転車（125cc以下）
小型特殊自動車

和泉市役所
総務部税務室市民税担当
（取扱いは本庁のみ）

〒594-8501
和泉市府中町二丁目７番５号
電話　0725-99-8108（直通）

軽二輪（125cc超250cc以下）
二輪の小型自動車（250cc超）

大阪運輸支局
和泉自動車検査登録事務所

〒594-0011
和泉市上代町官有地
電話　050-5540-2060

三輪、四輪の軽自動車
ボート・フルトレーラー

軽自動車検査協会
大阪主管事務所和泉支所

〒594-0031
和泉市伏屋町一丁目１３番３号
電話　050-3816-1842

●申告（手続き）場所 

　原動機付自転車・軽自動車等を取得、廃車、または譲渡した場合は、すみやかに申告してください。なお、
軽自動車等の車種別により、手続き場所が異なりますので、詳しくは各手続き場所までお問い合わせください。 

●申告が必要な場合
　・和泉市外へ転出等、車両の定置場所が変わったとき
　・軽自動車等を譲渡したとき
　・破損、老朽化により使用不能になったとき
　・解体、盗難により車両がなくなったとき    
●原動機付自転車の登録・廃車方法 

　原動機付自転車の登録等の手続きについては、必ず手続きを行う人（以下、「届出者」という。）の本人
確認書類が必要です。
　届出者が所有者本人及び同一世帯内の家族の場合、署名での手続きが可能です。
　届出者が第三者の場合、委任状及び受任者（届出者）の本人確認が必要となります。

○登録 
新規購入の場合…販売証明書、届出者の本人確認書類を持って税務室市民税担当へ申告してください。
譲り受けた場合…前所有者が廃車手続きを済ませたうえで、前所有者から販売証明書または申告済証を受け
　　　　　　　　取り、同申告済証、届出者の本人確認書類を持って税務室市民税担当へ申告してください。 

○廃車
ナンバープレート、申告済証または販売証明書と届出者の本人確認書類を持って税務室市民税担当へ申告し
てください。また、ナンバープレートを紛失した場合は、弁償金として200円が必要です。

○譲渡（届出者が第三者の場合、委任状が必要となります。）
（１）市内の人への譲渡
①和泉市のナンバープレートが付いている場合
　・旧所有者の申告済証（なければ車台番号の石ずり）
　・届出者の本人確認書類
　・ナンバープレート（標識を変更する場合）
②廃車手続きが済んでいる場合
　・廃車申告済証（再登録用）・届出者の本人確認書類
（２）市外の人への譲渡
　廃車手続きを行った後、廃車申告済証（再登録用）を新所有者に渡してください。
（３）市外の人からの譲渡
①他市のナンバープレートが付いている場合
　・ナンバープレート
　・旧所有者の申告済証
　・譲渡書
　・届出者の本人確認書類
②廃車手続きが済んでいる場合
　・廃車申告済証（再登録に使用できるもの）
　・届出者の本人確認書類

◆ 申告

申告済証又は販売証明書 届出者の本人確認書類（第三者の場合、委任状） ナンバープレート車種 申告事由 申告に必要なもの

○ ○登 録
○ ○ ○廃 車
○ ○ ○転 出

 
 

原動機付自転車
（125cc以下）
小型特殊自動車

 
 

（注 1）上記の手続きで申告済証のない場合は、車台番号の石ずり（拓本）が必要になる場合があります。
（注 2）申告書は和泉市ホームページからダウンロードできます。  
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バイク（原動機付自転車）の盗難にあい、ナンバープレートもありません。どうすればいいでしょうか？

新車新規登録はどこに記載していますか？
自動車検査証（車検証）の上部中央の「初度検査年月」に記載しています。

私は軽自動車税（種別割）を５月に納めましたが、８月にその軽自動車を廃車しました。年度の途中で廃車
した場合、税金は月割りで還付されますか？
軽自動車の納税義務者は毎年４月１日現在軽自動車を所有している人です。あなたの場合は８月に廃車し

ており、４月１日現在は軽自動車を所有していますので、納税義務者であるあなたに課税されます。
また、軽自動車税（種別割）は自動車税（種別割）と異なり月割課税制度がありませんので、月割りで還付
することはできません。
なお、４月２日以降に登録した人は、４月１日に所有していないため、その年度の税金は課税されず、翌年度

から課税されることになります。

すみやかに警察に盗難届を出して、受理番号が確認できたら、同番号、届出者（第三者の場合は、委任
状が必要。）の本人確認書類を持って和泉市役所税務室市民税担当で廃車の手続きをしてください。
廃車の手続きをしないと毎年軽自動車税（種別割）が課税されることになります。

バイク（原動機付自転車）を友人に譲りましたが、友人が名義変更をしないまま行方がわからなくなってし
まいました。どうすればよいのでしょうか？

市外の友人から、市外のナンバープレートがついたままのバイク（原動機付自転車）を譲り受けました。ど
のような手続きが必要ですか？

すみやかに届出者の本人確認書類を持って和泉市役所税務室市民税担当で廃車の手続きをしてくださ
い。手続きをせず、放置してしまうと、毎年あなたに税金が課税されることになります。（なお、ナンバー
プレートがない場合は、弁償金として２００円が必要となります。）

前所有者が登録していた市区町村で廃車手続き後、廃車済みであることが確認できる申告済証を持っ
て、和泉市役所税務室市民税担当で登録の手続きをしてください。なお、登録手続きは届出者（第三
者の場合は、委任状が必要。）の本人確認書類が必要です。

（注）他市区町村から和泉市へ転入した場合も同様の手続きが必要です。

バイク（原動機付自転車）が壊れたため、もう乗っていないのですが、税金はかかりますか？
軽自動車税（種別割）は軽自動車等を所有している人に課税されます。壊れたため乗っていなくても、廃車

手続きをしていない場合は、税金がかかります。

身体等に障がいを有する人のために利用される軽自動車等で一定の要件に該当する場合、軽自動車税（種別割）
の減免制度（1 台限り）があります。手帳の等級等、内容により該当しない場合がありますので、詳しくは市
民税担当までお問い合わせください。なお、普通自動車（府税）と軽自動車（市税）の両方を減免することは
できません。 
【必要書類】 
軽自動車自動車検査証、運転免許証、マイナンバーカード、届出者の本人確認書類、各手帳

（身体障がい者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳）、自立支援受給資格者証（精神障がい
者保健福祉手帳をお持ちの方のみ）、状況確認書（納税義務者と手帳所持者及び運転者の住所が異なる場合のみ）
（注）軽自動車自動車検査証、運転免許証、自立支援受給資格者証は、有効期限が令和 ３ 年 4 月1 日以降
　　　のものが必要です。 
【手続き場所】
和泉市役所 総務部税務室市民税担当（取扱いは本庁のみ）   

◆ 減免



～平成30年９月30日
平成30年10月１日

～
令和２年９月30日

令和２年10月１日
～

令和３年９月30日
令和３年10月１日～

　　卸売販売業者等が毎月末日までに前月分をとりまとめて申告し納めていただく申告納付の制度となっています。



　１箱20本入540円のたばこの場合　※令和３年４月１日時点

令和３年11月１日（月）

● 令和３年10月１日実施分について

令和４年3月31日（木）

122.44円 20.00円 126.04円 49.09円 16.40円 333.97円

　令和３年10月１日午前０時現在において２万本以上所持するたばこ販売者はたばこ税の「手持品課税」が
行われます。



＜納付と口座振替のできる金融機関＞
三井住友銀行　池田泉州銀行　りそな銀行　三菱UFJ銀行　みずほ銀行　関西みらい銀行
紀陽銀行　みなと銀行　南都銀行　大阪信用金庫　成協信用組合　尼崎信用金庫　
近畿労働金庫　いずみの農業協同組合　全国のゆうちょ銀行 （令和３年４月現在）

＜納付のみできる金融機関＞
三菱UFJ信託銀行　　　（令和３年４月現在）

軽 自 動 車 税　（種 別 割）



コミュニティ・ストア　セブン－イレブン　デイリーヤマザキ　ローソン　ファミリーマート　
ポプラグループ　ミニストップ　ニューヤマザキデイリーストア　MMK設置店 （令和３年４月現在）

　

ア．納付書に「納付番号」「確認番号」の記載のない場合

市・府民税（普通徴収分）
固定資産税・都市計画税
軽自動車税（種別割）

イ．口座振替利用中の場合
クレジットカード納付をご希望される場合は口座振替廃止の手続きが必要となりますので、和泉市役
所税務室納税担当（0725－99－8109　直通）までご連絡ください。なお、手続き時期によっては
翌年度以降クレジットカード納付対応となる場合がありますのでご了承ください。

ウ．年度の途中で税額が変更となった場合
エ．納付書を再発行した場合

　納付書１枚につき納付金額１万円まで100円（別途消費税）、以後、納付金額が１万円増えるごとに
100円（別途消費税）ずつ加算

　パソコンやスマートフォンなどから、ヤフー株式会社が運営するインターネットウェブサイト「Yahoo！
公金支払い」にアクセスし、24時間いつでも和泉市税が納付できます。「Yahoo!公金支払い」を利用したク
レジットカード納付はヤフー株式会社の都合により、令和４年3月末をもちまして事業が終了いたします。令
和4年4月以降は、代替事業者によるクレジットカード納付を検討中です。

　万が一、資金不足等で口座振替（自動払込）できなかった場合は後日、納付書（口座振替不能通知）を送ら
せていただきますので、そちらでお支払いいただけます。

口座振替不能通知について

　「軽自動車の継続検査用納税証明書」は年１回（６月）の発行です。
　※「口座振替済のお知らせ」につきましては、経費削減及び省資源化の観点から令和２年度振替分をもちま
　して終了させていただきました。

「軽自動車の継続検査用納税証明書」について



・同一事項について２通以上の証明を発行するときは、１通ごとに上記の手数料が必要です。
・使用目的によって証明の種類や内容が異なりますので、あらかじめ提出先でご確認ください。
・納付後３週間以内に、納税証明書を請求される場合は、領収証書をお持ちください。

● コンビニ等での所得・課税証明書の発行
　「個人番号（マイナンバーカード）」を利用して所得・課税証明書を全国の大手コンビニエンスストア等の 
キオスク端末から取得することができます（現年度及び前年度分のみ）。
　利用可能時間は午前６時30分～午後11時
　ただし、各店舗の端末設置場所の営業時間によります。（年末年始、メンテナンス日は除く）
　手数料も市役所窓口等で取得するより100円減額されますのでご利用ください。個人番号カードを取得し
ていない人は個人番号カードの交付申請を行ってください。

取得できる場所…セブン－イレブン、ローソン、ファミリーマート、ミニストップ、イオンリテール（イオン・イオンスタイル等）、
山陽マルナカ、ココカラファインでコンビニ交付サービス利用可能店舗に限る

（令和３年５月現在）

証 明 の 種 類 証　　明　　手　　数　　料
取 り 扱 い 窓 口

本庁取扱窓口　 和 泉 シ ティ
プラザ出張所

サービス
センター

納 税 証 明
市税の種類および年度ごとに１件とし、
２種類または２年度以上の証明を必要
とするものについては、１種類または
１年度を増すごとに100円を加算する。

１件300円
１件増す
ごとに
100円

税 務 室
納税担当

市民室
４番窓口

市民室
４番窓口

市民室４番窓口

軽自動車税（種別割）継続
検査用納税証明

無　　料

所得（課税）証明

１件300円

１件300円

税 務 室
市民税担当

申 告 証 明
営業開始届出証明
狩猟税の軽減証明
評 価 証 明 土地、家屋それぞれ１物件につき300円、１件増

すごとに各々100円加算する。 税 務 室
資産税担当公 課 証 明

××

×○

○○

××

○○

○○

１件1,300円 明証屋家用宅住

酒類販売業（製造）
免許申請のための
納 税 証 明

の自署または記名押印（代表者印）をお願いします。

人
原則として次の人に限られます。

　先



◆ 電話予約による証明書の時間外発行
　税の証明書が開庁時間外に受け取れます。
　市では、開庁時間内に電話で納税証明書などを予約し、夜間や土曜日・日曜日・祝日にお渡しする「証明書の
電話予約による時間外受渡しサービス」を実施しています。

● 予約できる人
　必要とする証明書の本人または同一世帯に属する人（法人を除く）
※ただし、市外の人は本人に限ります。

● 時間外に受渡しできる証明書等の種類・発行担当一覧表

問：税務室各証明発行担当
● 予約方法

　平日の午前９時～午後４時に、必要な証明書等の上記各発行担当へ電話予約

● 受渡し時間・場所
　予約当日の午後５時15分～午後９時３０分に市役所中央管理室で。
　　（ただし、出張所で予約した分は予約当日の午後５時15分～午後８時に出張所窓口で）
※土曜日・日曜日・祝日の受渡しを希望する場合は、市役所中央管理室でのみ受け取りできますので、直前の
開庁日に申し込んでください。（受渡しは午前９時～午後９時３０分）

● 受渡し時に必要なもの
　本人確認のため窓口で提示していただく書類（原本）

健康保険証・運転免許証・パスポート・住民基本台帳カード・個人番号カード（マイナンバーカード）
その他、官公署が発行した資格証明書またはそれに準じるもの

◆ 庁外での各種証明の発行
● 開設時間

● 市税関係取扱業務
 ○市民税担当関係　　所得（課税）証明、申告証明書、事業開始届出証明書
 ○納 税 担 当 関 係　　納税証明（市・府民税、法人市民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割））
 ○資産税担当関係　　評価証明、公課証明
※申請には本人確認のできる書類をご持参ください。また、代理人の場合は委任状または代理人選任届が必
要になります。また、評価証明および公課証明は各サービスセンターでは取り扱っておりません。

開庁時間外に受渡しできる証明書の種類 発 　 行 　 担 　 当 受 　 取 　 場 　 所

所得（課税）証明書 税務室　市民税担当
℡ 0725－99－8108（直 通）

市役所
中央管理室

納税証明書 税務室　納税担当
℡ 0725－99－8109（直 通）

評価証明書（法人分を除く） 税務室　資産税担当
℡ 0725－99－8107（直 通）公課証明書（法人分を除く）

上記のすべての証明書 和泉シティプラザ出張所
℡ 0725－57－6610 和泉シティプラザ出張所

和泉シティプラザ出張所 北部サービスセンター 光明台サービスセンター 南部サービスセンター

開設時間 午前９時から
午後５時15分まで 午前９時から午後５時15分まで

連　絡　先 ５ ７ － ６ ６ １ ０ ４ １ － ０ ４ ８ １ ５ ６ － ３ ７ ２ １ ９ ２ － ０ ８ ９ ８
注）土曜日・日曜日・祝日および年末年始は休みです。

（法人分、酒類販売業（製造）免許
　申請のための納税証明を除く）







個人市・府民税（普通徴収）のこと

法人市民税のこと

個人市・府民税（特別徴収）のこと

軽自動車税のこと

市たばこ税のこと

所得（課税）証明・営業開始届出証明のこと

固定資産各種証明のこと

固定資産税（土地）のこと

固定資産税（家屋）のこと

固定資産税（償却資産）のこと

土地・家屋台帳の閲覧のこと

市税の納税相談のこと

市税の納税のこと

市税の口座振替のこと

過誤納金の還付および充当のこと

納税証明のこと

担　　　　　当事　　務　　内　　容

税
　
　
　
　
務
　
　
　
　
室

市　税　の　窓　口

関 　 係 　 官 　 署
和　泉　市　役　所
泉 大 津 税 務 署
泉 北 府 税 事 務 所
堺 西 年 金 事 務 所
大阪法務局岸和田支局

〒594－8501  和泉市府中町二丁目7番5号
〒595－0015  泉大津市二田町一丁目15番27号
〒590－8558  堺市堺区中安井町三丁4番1号
〒592－8333  堺市西区浜寺石津町西四丁2番18号
〒596－0047  岸和田市上野町東24番10号

TEL 0725（41）1551
TEL 0725（33）5601
TEL 072（238）7221
TEL 072（243）7900
TEL 072（438）6501
　　　　　　　6532

発　行　　和泉市総務部税務室

納　　税　　担　　当
0725 － 99－8109（直通）

資　産　税　担　当
0725 － 99－8107（直通）

市　民　税　担　当
0725 － 99－8108（直通）

（この市税のしおりは1,100部作成し、一部あたりの単価は約193円です）


